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 KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
 代表取締役社長 日本国公認会計士 長澤 孝人 

 

売上の新会計基準 

IFRS15 
 

売上に関する新しい国際会計基準 IFRS 第 15 号について連載しています。日本でも、日本版 IFRS15 と

呼ばれる「収益認識会計基準」及び「収益認識会計基準適用指針」が公表され、2021 年 4 月から適用が

開始されます。タイで現在 NPAEｓ基準を適用している会社でも、日本の親会社が上場企業である場合に

は、日本版 IFRS15の適用によって、近い将来影響を受けることになりますので、今から知っておいていた

だければと思います。 

 

IFRS15に基づく売上計上は、5つのステップを踏んで行います。今回はステップ⑤です。 

 ステップ① ステップ② ステップ③ ステップ④ ステップ⑤ 

 

 

 

 

■履行義務毎に収益を認識する（ステップ⑤）■ 
 

ステップ④で契約全体の取引価格を履行義務別に配分したら、それぞれの履行義務毎に収益を認識、

つまり売上を計上します。具体的にいつ売上計上するのかのルールを定めているのがステップ⑤であり、 

 

・ 履行義務を充足した時に、一時点で売上を計上する 

・ 履行義務を充足するにつれて、一定期間にわたって売上を計上する 

 

いずれかを採用する決まりになっています。 

 

履行義務を充足（Satisfy performance obligation）したかどうかは、顧客との契約の対象である物品または

サービスを顧客に移転（Transfer a promised good or service to a customer）したかどうかで判断します。

顧客に移転したかどうかは、顧客が物品またはサービスに対する支配を獲得（Obtain control of that good 

or service）したかどうかで判断します。判断の結果、顧客が物品またはサービスに対する支配を獲得した

時の一時点か、支配を獲得するにつれて一定期間にわたって、売上を計上することになります。 

 

この「支配の移転」は IFRS15 で導入された概念です。従来の収益に関する会計基準 IAS18 において売

上計上の判断基準であった「物品の所有に伴う重要なリスク及び経済的便益の移転」という概念が置き換

えられました。IFRS15 において、支配（Control）とは、「物品またはサービスの使用を指図し、当該物品・

サービスからの残りの便益（Remaining benefits）のほとんどすべてを享受する能力（または他の企業がそ

れらの使用を指図し便益を得ることを妨げる能力）」と定義されています。ここでの便益（Benefits）とは、

「物品またはサービスの使用、売却、交換等により、直接・間接的に獲得できる（または節約できる）潜在

的なキャッシュフロー」を言います。いずれも難解な日本語に翻訳されているため、とりあえず深く考えなく

て結構です。 
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ステップ⑤では、まず一定期間にわたって売上を計上すべき取引かどうかを判定します。以下（1）（2）（3）

の要件いずれかを満たす場合は、物品またはサービスに対する支配が一定の期間にわたり顧客に移転

するものと考え、一定の期間にわたって売上を計上します。 

 

【一定の期間にわたって売上を計上する要件（いずれか）】 

（1） 顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受する場合。 

 例： 経常的・反復的なサービス提供 

（2） 顧客との契約における義務を履行することにより、物品・サービスが創出され（または価値が増加

し）、当該物品・サービスが創出する（または価値が増加する）につれて、顧客が当該物品・サー

ビスを支配する場合。 

 例： 工事契約 

（３） 顧客との契約における義務を履行することにより、別の用途に転用することができない物品また

はサービスが創出され、かつ企業が義務の履行を完了した部分について対価を収受する強制力

のある権利を有している場合。 

 例： 当該顧客のみが使用できる特殊仕様の物品・サービス提供 

 

（1）の要件については、解約により他の企業が顧客に対する残存履行義務を引き継いだと仮定して考え

ます。企業が現在までに完了した作業を当該他の企業が大幅にやり直す必要がないときには、企業が顧

客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益を享受すると判定します。この判定上、残存

履行義務を他の企業に移転することを妨げる契約上または実務上の制限があるかどうかは無視します。 

 

一方（3）の要件については、企業が履行義務を完了したと仮定して考えます。別の用途に転用すること

ができない場合とは、物品・サービスを別の用途に容易に使用することが契約上または実務上制限され

ている場合を指します。また、履行を完了した部分について対価を収受する強制力のある権利を有して

いる場合とは、契約期間にわたり、企業が履行しなかったこと以外の理由で契約が解約される際に、少な

くとも履行を完了した部分についての補償を受ける権利を有している場合を指します。履行を完了した部

分について対価を収受する権利の有無及び強制力の有無については、契約条件とそれを補足するまた

は覆す可能性のある法令、判例、取引慣行等を考慮して判定します。 

 

（1）（２）（3）の要件のいずれも満たさない場合は、履行義務が一定の期間にわたり充足されるものではな

いと考え、物品・サービスに対する支配を顧客に移転した一時点で売上計上します。支配の移転時点と

しては、以下の指標が挙げられています。ただし、それぞれの指標をもって支配が移転したと断定しては

おらず、移転した可能性がある目安として例示されている点には留意が必要です。 

 

【一時点で売上を計上する指標】 

（1） 企業が顧客に提供した物品・サービスに関する対価を収受する現在の権利を有していること。 

（2） 顧客が物品・サービスに対する法的所有権を有していること。 

（3） 企業が物品・サービスの物理的占有を移転したこと。ただし、買戻契約、委託販売契約、請求済

未出荷契約等、物理的占有が資産に対する支配と一致しない場合がある。 

（4） 顧客が物品・サービスの所有に伴う重大なリスクを負い、経済価値を享受していること。 

（5） 顧客が物品・サービスを検収したこと。 

（次回に続く） 
  

 

KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
小石川会計事務所（経営管理及び監査業務） 

ジェトロバンコクの講師が直接、貴社の経営管理・財務管理を指導いたします 
代表者： 長澤 孝人（日本国公認会計士） 

所在地： Room 2C, 1294 Sutthisan-Winitchai Road, Huay Kwang, Bangkok 10310（MRT スティサン駅徒歩 1 分） 

連絡先： 091-739-4777 または nagasawa@koishikawa.co.th 会社案内： http://koishikawa.p1.bindsite.jp/ 
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 KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
 代表取締役社長 日本国公認会計士 長澤 孝人 

 

売上の新会計基準 

IFRS15 
 

売上に関する新しい国際会計基準 IFRS 第 15 号について連載しています。日本でも、日本版 IFRS15 と

呼ばれる「収益認識会計基準」及び「収益認識会計基準適用指針」が公表され、2021 年 4 月から適用が

開始されます。タイで現在 NPAEｓ基準を適用している会社でも、日本の親会社が上場企業である場合に

は、日本版 IFRS15の適用によって、近い将来影響を受けることになりますので、今から知っておいていた

だければと思います。 

 

IFRS15に基づく売上計上は、5つのステップを踏んで行います。今回はステップ⑤の続きです。 

 ステップ① ステップ② ステップ③ ステップ④ ステップ⑤ 

 

 

 

 

■履行義務の充足に係る進捗度■ 
 

ステップ⑤の所定の要件を満たし、一定の期間にわたって売上を計上する場合は、履行義務がどれだけ

充足されているかという観点から進捗度（Progress）を見積り、それに応じて売上を計上します。進捗度の

見積り方法は、「アウトプット法」と「インプット法」の 2 種類が規定されています。どちらの方法を採用する

かは、企業が自由に選択することはできず、物品またはサービスの内容・性質を考慮して決めます。採用

した方法は、類似の履行義務及び状況にも首尾一貫して適用しなければなりません。 

 

アウトプット法は、現在までに顧客に移転した物品またはサービスの顧客にとっての価値を測定し、その

測定値と契約において約束した残りの物品またはサービスの価値との比率に基づき、進捗度を測定する

方法です。アウトプット法で使用される指標としては、現在までに企業が履行を完了した部分の調査、達

成した成果の評価、達成したマイルストーン（節目）、経過期間、生産単位数、引渡単位数が例示されて

います。どのような指標を選択するかは、その指標が履行義務の充足に係る進捗度を忠実に描写してい

るかどうかで決めます。多額の仕掛品がある場合に生産単位数を指標として用いるのは、一般的に適切

とは言えません。 

 

なお、実務上の簡便法として、企業が現在までに履行が完了した部分に直接対応する金額で顧客に請

求する権利を有する場合には、その金額で売上を計上することができます。サービス契約において企業

が提供したサービス単位（時間等）に基づき一定金額を請求できる場合に適用できます。 

 

インプット法は、履行義務を遂行するために企業が使用したインプットが、契約における取引開始日から

履行義務を完遂するまでに予想されるインプットの合計に占める割合に基づき、進捗度を測定する方法

です。インプット法で使用される指標としては、消費した資源、発生した労働時間、発生したコスト、経過

期間、機械使用時間が例示されています。 
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企業のインプットは、顧客への物品またはサービスに対する支配の移転との間に直接的な関係がない場

合があります。したがってインプット法を適用する場合は、支配を顧客に移転する義務の履行状況を描写

しないインプットについては除外する必要があります。特にコストに基づく方法の使用に当たっては、発生

したコストの中に①履行義務の進捗度に寄与しないもの（例えば契約の価格に織り込まれていない異常

な仕損に係る材料費その他経費）、あるいは②履行義務の進捗度に比例しないもの（例えば納品後相当

の期間未据付の資材）がないかどうか、もしそのようなコストがある場合には進捗度の測定に用いるコスト

の修正が必要かどうか判断しなければなりません。 

 

②については、コストの修正の仕方が事例で示されています。しかし、その中で要求されているいくつか

の条件の判断が非常に難しく、実務は各社で相当混乱すると思います。 

【前提】 

・ A 社（12 月決算）は x1 年 11 月に顧客の建物を改装して新しいエレベーターを設置する契約を 5.0

百万円で受注。 

・ エレベーターは x1 年 12 月に現場に運び込まれ、その時点で顧客はエレベーターに対する支配を

獲得すること。ただしエレベーターの設置自体は x2年 6月を予定。 

・ 予想原価の総額は 4百万円。うちエレベーターの原価 1.5百万円、他の原価 2.5百万円。 

・ x1年 12月 31日時点で発生しているエレベーターを除く他の原価は 0.5百万円だった。 

【コストと履行義務の進捗度との関係】 

・ エレベーターの原価は履行義務の進捗度に比例せず、それを進捗度の見積りに含めると、履行の

程度を過大に表示することになる。したがって進捗度の見積りに当たっては、エレベーターの原価

1.5百万円を発生したコスト及び取引価格から除外する。 

【結論】 

・ x1年 12月 31日におけるインプット法に基づく進捗度は 20％と見積る（＝0.5百万円÷2.5百万円）。 

・ x1年に計上する売上 2.2百万円（＝（5.0百万円－1.5百万円）×20％＋1.5百万円）。 

・ x1年に計上する原価 2.0百万円（＝0.5百万円＋1.5百万円）。 

・ エレベーターの移転に係る売上は、エレベーターの原価と同額で計上する（マージン部分はゼロで

考える）。 

【上記の売上計上が可能となる条件】 

・ エレベーターの設置を含む改装サービスは、一定期間にわたり充足される単一の履行義務と判断

できること。 

・ 顧客がエレベーターに関連するサービスを受領するより相当前に、顧客がエレベーターに対する支

配を獲得することが見込まれること。 

・ エレベーターの原価が予想原価の総額に占める割合が重要であること。 

・ A社はエレベーターを第三者から調達しており、その設計及び製造に対する重要な関与は行ってい

ないこと。 

 

なお、一定の期間にわたり売上を計上できるのは、原則として履行義務の充足に係る進捗度を合理的に

見積ることができる場合に限られます。ただし進捗度を合理的に見積ることができない場合でも、履行義

務を充足する際に発生するコストを回収することが見込まれる場合には、進捗度を合理的に見積ることが

できる時まで、発生したコストの金額の範囲（原価回収基準）で売上を計上します。 

（次回に続く） 

 
  

 

 
小石川会計事務所（経営管理及び監査業務） 

ジェトロバンコクの講師が直接、貴社の経営管理・財務管理を指導いたします 
代表者： 長澤 孝人（日本国公認会計士） 

所在地： Room 2C, 1294 Sutthisan-Winitchai Road, Huay Kwang, Bangkok 10310（MRT スティサン駅徒歩 1 分） 

連絡先： 091-739-4777 または nagasawa@koishikawa.co.th 会社案内： http://koishikawa.p1.bindsite.jp/ 

KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
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 KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
 代表取締役社長 日本国公認会計士 長澤 孝人 

 

売上の新会計基準 

IFRS15 
 

売上に関する新しい国際会計基準 IFRS 第 15 号について連載しています。日本でも、日本版 IFRS15 と

呼ばれる「収益認識会計基準」及び「収益認識会計基準適用指針」が公表され、2021 年 4 月から適用が

開始されます。タイで現在 NPAEｓ基準を適用している会社でも、日本の親会社が上場企業である場合に

は、日本版 IFRS15の適用によって、近い将来影響を受けることになりますので、今から知っておいていた

だければと思います。 

 

IFRS15 に基づく売上計上は、5 つのステップを踏んで行います。各ステップの基本的な説明は前回まで

で終わりです。今回からより実務に近い部分のルールを説明していきます。 

 ステップ① ステップ② ステップ③ ステップ④ ステップ⑤ 

 

 

 

 

■契約の変更があった場合■ 
 

IFRS15 において売上を計上できる契約は、ステップ①で記載したとおり、法的な強制力のある権利義務

を生じさせる契約当事者間の取決めに限定され、5 つの条件を満たすことが要求されます。その要件の 1

つに、「契約当事者が契約を承認し、それぞれの義務の履行を約束していること」がありました。これに基

づき、IFRS15における契約の変更も、契約当事者の承認を必要としています。すなわち IFRS15における

契約の変更は、契約当事者が承認した契約について範囲または価格を変更することであり、契約当事者

が、強制力のある権利義務を新たに生じさせる変更、または既存の強制力のある権利義務を変化させる

変更を承認した場合に限定されます。 

 

契約変更の承認は、当初の契約の承認と同様、書面や口頭だけでなく取引慣行により含意される場合も

含まれます。承認されたかどうかは、契約条件や関連する法規制、事実、状況から見て、新たに創出また

は変更される権利義務が法的強制力のあるものかどうかで判断します。契約範囲の変更は承認されたが、

それに対応する価格の変更が決定されていない場合、つまり価格未決定の注文変更の場合には、変更

される価格が決定するまで、変動対価の見積りのルールを用いて取引価格の変更を見積ります。なお、

契約変更が承認されていない場合には、変更が承認されるまで、契約変更の会計処理は行わず、既存

の契約の会計処理を継続します。 

 

契約変更の会計処理方法は 3つあります。所定の条件に該当するかどうかよって選択します。 

 

1．独立した別個の契約として処理する。 

2．既存の契約を解約して新しい契約を締結したものと仮定して処理する。 

3．既存の契約の一部であると仮定して処理する。 
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識別する 

履行義務毎に 

収益を 

認識する 

契約全体の 

取引価格を 

算定する 

取引価格を 

履行義務別に 

配分する 
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1．独立した契約として処理する 

 

以下（1）と（2）の要件のいずれも満たす場合は、契約変更は当初の契約とは独立した別個の契約とし

て処理します。当初の契約に基づく売上とは切り離して売上計上することができます。 

（1） 追加される物品またはサービスが区別できるものであり、契約の範囲が拡大されること。 

（2） 追加される物品またはサービスに対する対価が、独立販売価格に相当する金額であること。 

 

契約変更により追加される物品・サービスは、独立販売価格で売上計上することになります。個別の契

約状況に基づき、独立販売価格に適切な調整を加えた金額でも認められます。 

 

上記要件に該当せず、契約変更を独立した契約として処理できない場合には、契約変更日において

未だ移転していない物品またはサービスが、契約変更日以前に移転した物品またはサービスと別個

のものかどうかどうかによって、以下 2 と 3の処理があります。 

 

2．既存の契約を解約して新しい契約を締結したものと仮定して処理する 

 

契約変更が独立した契約として処理できない場合で、契約変更日に未だ移転していない物品または

サービスが、それ以前に移転したものと別個のものである場合には、契約変更を既存の契約を解約し

て新しい契約を締結したものと仮定して処理します。 

 

この方法によると、以下例のように移動平均的な処理になります。 

【前提】 

・ 当初契約は製品 xを 1,000個 500,000円（単価 500円）で納入する。うち 800個を納入済。 

・ 契約変更で追加 300個を 120,000円で納入（単価 400円）。変更時の独立販売価格は単価 500円。 

【考え方】 

・ 当初契約の残りの履行義務は 200個 100,000円（200個×500円）。 

・ 契約変更により 500個（200＋300個）、220,000円（100,000＋120,000円）の新規契約と考える。 

【結論】 

・ 当初契約のうち 800個は単価 500円で売上計上。 

・ 契約変更後の 500個は単価 440円（220,000円÷500個）で売上計上。 

 

3．既存の契約の一部であると仮定して処理する。 

 

契約変更が独立した契約として処理できない場合で、契約変更日に未だ移転していない物品または

サービスが、それ以前に移転したものと別個のものではなく、部分的に充足されている単一の履行義

務の一部を構成する場合には、契約変更を既存の契約の一部であると仮定して処理します。 

 

この方法は、従来の工事進行基準における契約変更と同様の処理になります。IFRS15 では「累積的

キャッチアップ」という表現を用いています。完全な履行義務の充足に向けて物品またはサービスに対

する支配を顧客に移転していく過程で、履行義務の進捗度及び取引価格の変更があれば、変更時に

その累積ベースで売上金額を調整します。過去既に計上した売上を修正する必要はありません。 

（次回に続く） 
  

 

KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
小石川会計事務所（経営管理及び監査業務） 

ジェトロバンコクの講師が直接、貴社の経営管理・財務管理を指導いたします 
代表者： 長澤 孝人（日本国公認会計士） 

所在地： Room 2C, 1294 Sutthisan-Winitchai Road, Huay Kwang, Bangkok 10310（MRT スティサン駅徒歩 1 分） 

連絡先： 091-739-4777 または nagasawa@koishikawa.co.th 会社案内： http://koishikawa.p1.bindsite.jp/ 
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 KOISHIKAWA (THAILAND) CO., LTD. 
 代表取締役社長 日本国公認会計士 長澤 孝人 

 

売上の新会計基準 

IFRS15 
 

売上に関する新しい国際会計基準 IFRS 第 15 号について連載しています。日本でも、日本版 IFRS15 と

呼ばれる「収益認識会計基準」及び「収益認識会計基準適用指針」が公表され、2021 年 4 月から適用が

開始されます。タイで現在 NPAEｓ基準を適用している会社でも、日本の親会社が上場企業である場合に

は、日本版 IFRS15の適用によって、近い将来影響を受けることになりますので、今から知っておいていた

だければと思います。今回は比較的理解しやすい、実際の会計処理（仕訳）を紹介します。 

 

■契約資産と契約負債■ 
 

IFRS15 は、顧客との契約の中の履行義務に着目して収益を認識する会計基準です。顧客と契約を締結

すれば、企業の履行義務とそれに対する対価を受け取る権利が発生します。普通に考えれば、企業が履

行義務を充足することにより、顧客から対価を受け取ることができます。しかし厳密には、履行義務の充足

と対価の受領は同時点ではありません。まず履行義務の充足が行われる場合もあれば、対価の受領が先

行する場合もあります。IFRS15 では、履行義務と対価の受領のタイミングのズレを財務諸表に反映するた

め、「契約資産（Contract Asset）」「契約負債（Contract Liability）」という新しい用語を採用しています。 

 

理解しやすい「契約負債」の方から説明します。物品またはサービスを顧客に移転する前に、顧客から対

価を受け取る場合です。この場合、顧客から対価を受け取った時または対価を受け取る期限が到来した

時のいずれか早い時点で、当該対価を「契約負債」として貸借対照表に計上します。企業がその分まだ

顧客に対して履行義務という負債を抱えているという意味合いです。その後、物品またはサービスを顧客

に移転し履行義務を充足した段階で、損益計算書に収益を認識します。 

 

「契約資産」は逆のパターンです。企業が顧客から対価を受け取る前、または対価を受け取る期限が到

来する前に、物品またはサービスを顧客に移転した場合、企業は損益計算書に収益を認識すると共に、

「債権」として表示する金額を除き、「契約資産」として貸借対照表に計上します。履行義務の一部または

全部を遂行済みであり、顧客に対してその分請求権という資産を有しているという意味合いです。契約資

産も、会計上は金銭債権の一種として取り扱います。 

 

ここで難解なのが、IFRS15 の「債権（Receivable）」の説明です。「債権」とは、企業が対価を受け取る権利

のうち「無条件（Unconditional）」の権利を得ているものであり、「無条件」とは、対価を受け取る期限が到

来するまでに時の経過だけが必要な状態を言います。IFRS15 は、無条件かどうかについて、顧客へ支払

を請求する行為は判断基準にならない旨言及しており、対価の受け取り期限の到来をもって無条件と判

断するケースを例示しています。しかしタイの現行の経理慣行とシステム対応を踏まえると、やはり請求書

日付を基準として、契約資産と債権を分別せざるを得ないのではないかと思います。 

 

以下 IFRS15の設例で理解を深めていただければと思います。 

1．契約負債 
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【前提①】 

・ 2019年 1月 1日に顧客との間で製品 xを 3月 31日に移転する契約を締結。 

・ 契約上、顧客は 1月 31日に 1,000,000円前払いすることが条件になっている。 

・ 期限を過ぎても解約は可能。顧客は実際には 3月 1日に 1,000,000円を支払った。 

【仕訳】 

・ 1月 31日支払期限到来時（企業は対価に対する無条件の権利を有していない） 

仕訳なし    

・ 3月 1日現金受取時 

（借方）現金預金 1,000,000 （貸方）契約負債 1,000,000 

・ 3月 31日履行義務充足時 

（借方）契約負債 1,000,000 （貸方）売上 1,000,000 

 

【前提②】 

・ 上記前提①と同様。ただし契約の解約は不可。 

【仕訳】 

・ 1月 1日請求書発行時（企業は対価に対する無条件の権利を有していない） 

仕訳なし    

・ 1月 31日支払期限到来時（企業は対価に対する無条件の権利を有する） 

（借方）債権 1,000,000 （貸方）契約負債 1,000,000 

・ 3月 1日現金受取時 

（借方）現金預金 1,000,000 （貸方）債権 1,000,000 

・ 3月 31日履行義務充足時 

（借方）契約負債 1,000,000 （貸方）売上 1,000,000 

 

2．契約債権 

【前提】 

・ 2019年 1月 1日に顧客との間で製品 x及び yを 1,000,000円で引き渡す契約を締結。 

・ 契約上、まず製品 xを引き渡し、製品 xに対する支払いは、製品 yの引き渡しが条件になっている。 

・ 製品 x 及び y の独立販売価格に基づき、製品 x の履行義務に 400,000 円、製品 y の履行義務に

600,000円を配分。 

【仕訳】 

・ 製品 xを移転する履行義務充足時（企業は対価に対する無条件の権利を有していない） 

（借方）契約資産 400,000 （貸方）売上 400,000 

・ 製品 yを移転する履行義務充足時（企業は対価に対する無条件の権利を有する） 

（借方）債権 

 

1,000,000 

 

（貸方）契約資産 

     売上 

400,000 

600,000 

（次回に続く） 
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ジェトロバンコクの講師が直接、貴社の経営管理・財務管理を指導いたします 
代表者： 長澤 孝人（日本国公認会計士） 
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連絡先： 091-739-4777 または nagasawa@koishikawa.co.th 会社案内： http://koishikawa.p1.bindsite.jp/ 


	4テキーラ先生（1809）.pdf
	4テキーラ先生（1810）
	4テキーラ先生（1811）
	4テキーラ先生（1812）

